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建物被害認定調査
調査⾒込棟数の
市町村別割合

熊本市 51%

益城町 14%
宇城市 5%

南阿蘇村 4%

御船町 3%

宇土市 3%
嘉島町 3%

甲佐町 3%
合志市 2%

西原村 2%

菊陽町 2%

大津町 2%

菊池市 2%
阿蘇市 1%

美里町 0.8%
八代市 0.4% 氷川町 0.4%

玉名市 0.2%
南小国町 0.1%

玉東町 0.10%

和水町 0%

調査対象

棟数の見
込

112,256棟

生活再建支援連携体
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災害時の被災者に対する生活再建支援
2007年新潟県中越沖地震の柏崎市を事例に検討

応急危険度判定

建物被害認定調査・外観目視

建物被害認定再調査・内観目視

建物被害認定調査結果のデータベース構築

り災証明書発行

被災者（支援対象者）個人/世帯/地域の特定

生活再建
支援金

公費
解体

応急
修理

応急仮設
住宅

義援金
の配分

復興基金
メニュー

国民健康
保険減免

介護保険
減免

固定資産
税減免

保育料
減免

生活再建窓口における申請ベース 庁内業務中心で対応
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システムソリューション

生活再建支援連携体
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「被災者台帳１５市町村導入
支援漏れを防止」
毎日新聞5月17日

「被災者台帳１５市町村が導入」
NHKニュース ５月８日

「支援漏れ解消の切り札に
被災者台帳導入へ」西日本新聞
５月１日

システムを活用している （16）

活用を検討している （4）

「被災者生活再建支援システム」を活用した
「市町村で統一の基準に基づいた生活再建支援」の実現

平成28年熊本地震

• 行政的な課題
• 人的資源の課題
• 次の災害に備えて

布田川（ふたがわ）断層帯
日奈久（ひなぐ）断層帯
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同時運⽤の質を担保する４つの活動

1. パトロール隊による定期巡回

2. 合同研修会の開催

3. 情報共有ウェブサイトの開設

4. ⽣活再建⽀援コールセンターの設置
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① パトロール隊による定期巡回
• 資源の「選択と集中」のためのモニタリング
• 資源の集中投⼊時に教育プロセスを経て、
⼈材を育成し、部隊編成・定期巡回を実現

資源の集中 資源の分散
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帰庁後の全体ミーティング

• ⼀体感の創成（組織統制）
• 課題と⽬標の共有（状況認識の統⼀）

【PPT作成による状況記録】

①日時

②体制

③目標に対する達成度

④各地域の状況

⑤明日に対応すべき課題・目標

⑥明日の体制・資源配置

514枚の記録（4/26～7/14）
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平成28年熊本地震：益城町におけるり災証明発⾏
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② 合同研修会の開催

被災自治体向け
「生活再建支援業務」研修会の実施（＠県庁）

→国の応援職員も多数参加
第一回 生活再建支援業務の全体像
第二回 建物被害認定１次調査の方法と実際
第三回 り災証明書発行の方法と実際
第四回 建物被害認定２次調査の方法と実際
第五回 生活再建支援業務の登録と管理

応援職員向け
「生活再建支援業務」研修会の実施
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システムツール提供：デモ環境の整備と研修の実施
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熊本地震（ 熊本県） ・ 中越沖地震（ 柏崎市） の比較

熊本（ ％） 柏崎（ ％）

熊本地震（熊本県）・新潟県中越沖地震（柏崎市）の比較

調査対象となる居宅総数
熊本地震 ：N=112,256棟
新潟県中越沖地震：N= 29,339棟

1ヶ月 2ヶ月
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3ヶ月 4ヶ月
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ウェブサイトのアクセス（利用）状況

順位 資料名 件数

1 り災証明（基本事項） 69

2 り災証明発行マニュアル 42

3 4月27日 研修資料 39

4 4月25日 研修資料 38

5 り災証明発行の流れ 30

アクセス件数別の資料の人気ランキング

③ 情報共有ウェブサイトの開設
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資料閲覧件数と罹災証明発行率の比較

閲覧件数 り 災発行率（ ％）

資料閲覧件数
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④ ⽣活再建⽀援コールセンターの設置

• システム操作とマネジメントに分けて専⽤回線を整備
（auの協⼒による携帯電話対応）

• マネジメント対応には、過去の被災地での経験者が駐在
• システム対応には、開発者・研修講師経験者等が配置

システム対応Grでは、人員不足から
少数の人員に大きな負担がかかった

新潟からの
応援職員

熊本県から担当者配置
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WebEOC（災害対策本部情報共有システム）の活⽤
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コールセンターのWebEOC記録件数

建物被害認定調査 り 災証明発行業務

被災者生活再建支援 その他

注1)  WebEOCに記録された件数のみをグラフ化している
注2)  システム操作にかかる問い合わせは、紙での記録後に一括して入力したため、グラフから外した。
注3)  その他、紙様式での記録は多数存在しており、重複した質問等については、WebEOC上で１件のみの記録となっている。
注4)  1件の質問に対して、複数回の対応がなされた場合は、最終対応の記録日へ1件として計上している。
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熊本地震での活動のまとめと今後の課題
1. パトロール隊による定期巡回

• 分散配置した際のクオリティコントロール
• 効率的なふりかえり⽅法

2. 合同研修会の開催
• 運営組織（県）との調整
• 実施側と参加側の条件⼀致

3. 情報共有ウェブサイトの開設
• 情報コンテンツの管理
• ⾃治体の端末からのアクセス制限等の配慮

4. ⽣活再建⽀援コールセンターの設置
• 対応可能な⼈員の確保（⼈材バンク）
• 戦略的なコールセンター設置期間の検討
• 過去の対応の記録と継承のための素材化
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情報科学の観点からのまとめ
1. 熊本地震と中越沖地震の事例⽐較

– 統⼀的（標準的）な情報処理の仕組みを導⼊するこ
とで、複数の災害事例の⽐較検証が可能となる。

2. ⽣活再建⽀援連携体による包括的な⾏動把握
– マネジメント／オペレーション／マネジメント⇔オ
ペレーションの３つの⽴場に対する情報共有の仕組
みとログ分析（ふりかえり）が重要。

3. 各フェーズごとの状況の可視化
– 過去災害の実績と情報科学の枠組みに基づいた「⾏
政と被災者」の2視点をもつ「⽣活再建モニタリング
基盤」の設計・開発と実装が求められる。
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“攻めの行政”による“取り残しのない”被災者生活再建支援

「取り残された被災者」へ行政が“攻める”

2007年中越沖地震の事例
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